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調査の概要
１．目的・内容

社会的ニーズが多様化した今日，より良い地域づくりの実現に向けた様々な活動が展開されている。この調査では，これら多様な活動のうちとりわけＮＰＯ(※)と行政の連携・協働をすすめる参考とするため，県・市町村を対象に連携・協働事業の実施状況を調査しとりまとめたもの。

(※)　本調査においてＮＰＯとは，「特定非営利活動促進法（平成10年12月1日施行）」に基づき認証された特定非営利活動法人（いわゆるＮＰＯ法人），及び法人格の有無に関わらず一定の公益的な目的を有する社会貢献活動団体（任意団体，財団法人，社団法人等を含む）としている。

２．調査対象　　県（庁内）及び市町村（市民活動，コミュニティ活動担当課とりまとめ）。
３．調査方法
①　連携・協働事業の形態・・・現在実施している又は予定の連携・協働事業の形態に即して８つに分類し，該当するもの一つを選んで記入。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　業務委託，補助，事業協力，企画立案への参画，情報提供・交換，ボランティアの要請，その他　
· 「ボランティアの要請」とは，ボランティアの参加・協力について要請する場合を指す。
· 「その他」は，他に該当するものがない場合を指す。
· 複数項目に該当する場合には，主な形態に該当するものに◎印。

②　連携・協働のねらい・・・・・・連携・協働することにより，どのような効果が得られる（期待できる）ことをねらいとしたか記入。
③　相手方・・・・・・・・・・・・・・・・任意団体・法人の有無は問わない。法人の場合はその種別が分かるように略号を付記。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＮＰＯ法人…（Ｎ），　社会福祉法人…（社福），　社団法人…（社），　財団法人…（財）　　など　
④　実施期間・・・・・・・・・・・・・・期間の長短は問わない。期日指定記載も期間の記載でも可とする。

⑤　予算額・・・・・・・・・・・・・・・・千円単位で記入。連携・協働事業が全体事業と一体不可分の場合は当該全体予算額の記載も可
４．調査時期　　平成18年8月実施（最終とりまとめ平成18年12月）。
５．調査結果

県・・・２６課(室)６６事業，６６形態　　市町村・・・３４市町村　２８４事業，延べ３２４形態(一つの事業形態に特定できない事業あり)
	事業形態

区分
	業務委託
	補助
	事業協力
	共催事業
	企画立案

への参画
	情報提供

・交換
	ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの要請
	その他
	計

	県
	Ｈ１６
	１５
	４
	１３
	７
	２
	２
	２
	１
	４６

	
	Ｈ１７
	２２
	１０
	１４
	９
	２
	２
	３
	１
	６３

	
	Ｈ１８
	２４
	１０
	１０
	９
	２
	５
	２
	４
	６６

	市町村
	Ｈ１６
	２７
	６
	１０
	１２
	３
	０
	８
	２
	６８

	
	Ｈ１７
	７９
	２０
	１１
	１６
	６
	３
	５
	０
	１４０

	
	Ｈ１８
	１５５
	３６
	３７
	３７
	１７
	１３
	１７
	１２
	３２４


平成１８年度におけるＮＰＯ法人等との
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